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 ２０２６年９月１８日 

 

 部 長 等 

 課等の長 

 

                                 市  長 

 

令和９年度予算編成方針について（示達） 

 

 

藤沢市財務規則（昭和３９年規則第７号）第９条第１項の規定に基づき、令和９年

度予算編成方針を次のとおり決定します。 

 

 

令和９年度予算編成方針 

 

１ はじめに 

市政運営の総合指針 2028の３年目である令和９年度は、掲げた目標の達成に向け

て施策を着実に実行し、次の段階へとつなげる重要な年度です。人口構造の変化に

伴い、地域課題が多様化・複雑化するなか、本市には、社会の変化に的確に対応しな

がら、行政サービスの安定性を確保し、持続可能な、人を中心としたまちづくりを

進めることが求められています。市民の安全・安心につながる防災・減災などの施

策や、誰もが自分らしく暮らせる地域共生社会の実現、子どもの笑顔があふれる政

策など、全世代の市民の暮らしやすさを維持し、将来の発展に資する投資を着実に

進め、さらに住み続けたいまちとして発展させていく必要があります。 

その一方で、物価、人件費の高騰や、社会保障経費の増加、公共施設の老朽化対策

などにより歳出の増加が続いており、これまでと同様の予算編成や事業の実施が極

めて厳しい財政状況となっています。こうした状況を踏まえ、令和８年度には大型

公共事業や市独自事業の一部について立ち止まって見直しを行うとともに、事業の

必要性・有効性の検証等を進め、事業見直しに着手してきました。 

この局面を強く認識し、予算編成に当たっては、単年度の予算要求にとどまらず、
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中長期的な財政負担を見据え、事業の実施に伴う将来的な財政影響についても十分

に検証した効果的な事業選択を行うとともに、行政機能や都市基盤を効率的に集約・

再構築していく視点を持つことが重要です。 

また、既存概念や前例踏襲にとらわれず、業務のあり方や進め方を抜本的に見直

し、ＤＸの推進や、ＡＩの更なる利活用等に積極的に取り組むとともに、広域的な

実施など、歳出削減や歳入確保に努め、限られた資源を最大限生かせるよう工夫し

てください。 

市には、人、もの、企業、知恵、つながりなど、多様な資源があります。これらは

地域の大きな力です。行政だけでなく、多様な主体との目的の共有と共感を基盤に

共創をより一層進め、最適な行政サービスの提供と健全財政の維持を両立し、本市

の市政理念である「郷土愛あふれる藤沢」の実現に向けて、最優先に取り組むべき

事業を判断しながら、安全・安心で幸福を実感できるまちづくりを着実に進めるこ

ととします。 

こうした基本的な考え方を踏まえ、職員一人ひとりが徹底した現状分析と将来を

見据えた予測をもって工夫を凝らしながら、行政運営の最適化を図るための予算編

成作業に取り組むようお願いします。 

 

２ 本市の財政状況 

(1)令和８年度の当初予算と社会経済情勢 

令和８年度当初予算については、行政経営の視点で、徹底した歳入確保、事業見

直しをはじめとした歳出抑制に取り組み、令和９年度以降の財政見通しを考慮して、

財政調整基金を本市の標準財政規模の 10～20％とすることをめざし、「事業の新陳

代謝」と「財政余力の創出」を柱とした編成方針としていました。 

しかしながら、市民サービスへの影響を考慮した結果、後述のとおり財政調整基

金を大きく減らすだけでなく、特例債による臨時的な借入れもしながら、収支均衡

を図りました。 

本年度の社会経済情勢としては、中央最低賃金審議会における「目安に関する公

益委員見解」が示され、多くの都道府県でこの目安を上回り、全国加重平均の最低

賃金は 1,177円となりました。これは、昨年度の引き上げ額 66円に次ぐ過去２番目

の高い伸びとなります。また、本年７月分の消費者物価の総合指数は前年同月比で

1.9％上昇しており、本年８月の内閣府の月例経済報告では、政策の基本的態度とし
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て、「賃金と物価の好循環を確認しつつ、２％の物価安定目標を持続的・安定的に実

現することを期待する。」とされております。 

このように、今後も引き続き、人件費と物価の上昇が想定されます。 

(2)令和９年度予算の見通し 

本市の歳入については、雇用・所得環境の改善などにより、個人の所得増に伴う

個人市民税に係る増収が期待されます。その一方で、国による消費税減税及び「所

得に連動したきめ細かな給付」に係る地方への財源措置に充てられる国における財

源が不透明なほか、中東情勢等による影響もあり、先行きが見通せない状況にあり

ます。 

歳出については、物価高騰による影響に加え、児童保育や介護給付に係る扶助費

の増や、人事院勧告への対応などで人件費が増加するほか、金利上昇局面でもあり、

公債費の増も想定されます。また、石名坂環境事業所新１号炉基幹的設備改良工事

がピークとなることや、村岡新駅周辺整備の進捗などにより、公共施設再整備及び

都市基盤整備事業に係る投資的経費の増も見込まれております。 

このようなことから、令和９年度については、概算要求時点において約 217 億円

の財源不足が生じており、これは、令和８年度概算要求時点と比較しても不足額が

約 19億円も拡大しています。 

(3)財政調整基金残高 

近年、想定を超える物価高騰などにより、歳出の増が歳入の増を大幅に上回って

おり、これまでの行政サービスの水準を維持するため、市の貯金となる財政調整基

金を活用しながら市政運営に取り組んでまいりました。令和８年度は、特例債を 18

億円借入れてもなお、基金を過去最大の 53億円取り崩したことにより、令和８年度

当初基金残高が約 59億円まで減ることとなりました。 

(4)財政の硬直化 

経常一般財源総額に対する経常経費充当一般財源との割合となる経常収支比率は、

財政構造の弾力性を示す指標であり、令和５年度決算で92.3％、令和６年度が94.9％

と推移し、令和７年度決算では 95.2％となる見込みです。 

さらに、社会経済情勢に伴う人件費の増や、引き続き影響が見込まれる物価高騰

への対応、金利上昇による公債費の影響などにより、経常的な歳出の増が市税など

の経常的な歳入の増を上回ることとなれば、機動的な財政運営がしづらくなり、新

たな行政需要に対応するための財源がこれまで以上に限られていくことになります。 
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３ 予算編成方針 

行財政運営においては、最少の経費で最大の効果を創出することはもちろんとし

て、将来にわたって健全財政を維持し、持続可能な行財政運営とするため、社会経

済情勢の変化が大きい今だからこそ、既定路線にとらわれない柔軟かつ断固たる意

志で臨み、特に、令和９年度予算編成に当たっては、既存事業の見直し、事業の先送

り（時期延伸）や計画の見直しを強力に推し進めてまいります。 

令和９年度予算編成に先立ち、立ち止まることとした11事業を先送りしてもなお、

多額の財源不足が生じる見込みであることから、各部局がこの状況を自分事として

とらえ、業務分析の対象とした事業に限らず、あらゆる既存事業につきましても、

事業の廃止も含め事業計画の見直しや先送りによる財政負担の平準化などに取り組

んでください。 

また、近年激甚化している大規模災害や急激な経済変動などの「不測の事態への

備え」として、市民生活の安全安心のため、本市の人口及び財政規模に照らし、最低

でも財政調整基金残高が継続的に標準財政規模の 10％（約 100 億円）以上になるよ

う確保するとともに、公共施設整備基金につきましても、立ち止まることとした事

業の早期の再開に向けて着実に積み立てることとします。 

(1)公共施設再整備・都市基盤整備事業の先送り 

大型公共事業については、物価及び建設資材の高騰等に伴い事業費の高騰が続い

ており、全国的にも事業計画の見直しや中止が相次いでいる状況にあります。本市

も例外でなく、公共施設再整備や都市基盤整備事業の計画事業費が膨らみ、既に進

捗している事業についても、事業の先送り（時期延伸）や計画の見直しに着手せざ

るを得ない状況です。このことから、先送り又は計画見直しをした事業を再開させ

るまでの間、新規整備については原則として実施しないこととします。 

(2)既存事業の見直し 

昨年度実施した民間事業者による分析結果を参考としながら、分析対象とならな

かった事業も含め、次の見直しの視点を踏まえ、あらゆる事業を対象に見直し検討

してください。限られた財源で事業を展開せざるを得ないことを踏まえ、事務事業

評価表も活用し、成果指標の達成状況や受益者１人当たりのコストを十分勘案し、

各部局において、優先順位付けを確実に実施してください。 

【見直しの視点】 

ア 事業の必要性・有効性の検証 
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制度創設当初からの社会情勢や市民ニーズの変化を踏まえ、事業を実施する公

益性、公費を投入する意義やその有効性等を考慮した上で、目的が既に達成され

ている事業、民間サービスによる代替が可能な事業、市が関与する必要性が低下

している事業等については、廃止又は縮小に向けた検討を行う。 

イ 市独自事業の見直し 

   本市独自で実施している事業、国・県の制度に上乗せして実施している事業に

ついては、他自治体の類似事業とのバランスや給付水準を比較・検証し、その内

容や範囲、適切な受益者負担のあり方について検討を行う。 

ウ 実施手法・回数の見直し、実施主体・執行体制の見直し 

従来の実施形態にとらわれることなく、コスト削減や質の向上の面から最適な

実施手法への転換や、執行体制、実施回数の見直しに向けた検討を行う。 

 

今年度の行政改革等特別委員会における見直し対象事業については、その見直し

内容の精査や関係団体等の調整を着実に進め、令和９年度から見直しが可能なもの

を確実に予算に反映させてください。また、見直しの方向性、見直し実施時期が定

まっていない事業については、早急に検討を進めるとともに、継続することと判断

した事業についても、事務の効率等による経費縮減を図ってください。 

また、地域団体・民間団体等が実施する事業に対する負担金については、市が支

出する必要性を改めて精査するとともに、市からの財源を前提とした事業スキーム

とならないよう、団体自らの自主運営への移行をめざし、自立（自走）を支援する観

点からの見直しを検討してください。 

(3)新規・拡充事業の凍結 

法令の改正等に伴い義務的に実施しなければならない事業を除き、一般財源の支

出を伴う新規事業及び拡充事業は原則凍結とします。ただし、将来に向けた具体的

な財政効果が見込まれる事業であって、「今やらなければならない事業」として、必

要性、緊急性、費用対効果を十分に説明できる場合に限り、既存事業の廃止や見直

しによる生み出し又は新たな特定財源の確保によって、一般財源を増やさないこと

を明確にした上での予算要求を可とします。 

(4)ＤＸ戦略による業務の効率化・省力化 

生産年齢人口の推移に伴う将来的な市職員の減少や、限られた財源のもとでも持

続可能な行政サービスを提供し続けていくために、業務のあり方や進め方を抜本的
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に見直し、ＤＸや、ＡＩの更なる利活用等には、これまで以上に積極的に取り組ん

でください。また、その際は既存事業費の削減額や人件費抑制効果について、将来

にわたる費用対効果として明らかにし、具体的な削減効果が無ければ予算化は認め

ないこととします。 

(5)次世代への過分な負担の回避 

市債の活用については、一般財源の抑制に資するものではありますが、金利上昇

局面でもあり、今後の財政負担を考慮すると慎重に判断せざるを得ません。公共施

設の再整備に当たっては、必要最低限の規模や機能とし、今後の社会経済情勢に応

じて柔軟に対応できる事業計画となるよう見直して、事業費全体の圧縮を図ってく

ださい。 

 

４ 徹底した歳入確保 

(1)国・県補助金の確保及び獲得 

国・県補助金については、引き続き積極的な確保に努めてください。また、新たな

補助金の獲得に向けては、国や県の予算編成や地方財政計画などの動向を注視し、

情報収集を行うとともに、補助要件に合致するよう、事業手法を見直してください。 

(2)あらゆる財源の確保 

事業費ごとに次の取組を必ず検討してください。財源確保のほか、市政への市民

参画や本市の取組を広くＰＲすることにもつながります。 

ｱ）市の公共物や刊行物等への広告掲載（広告料収入） 

ｲ）刊行物の有償化（市政有償刊行物頒布実費収入） 

ｳ）イベント事業への協賛募集（事業協力金） 

ｴ）施設、イベントでのネーミングライツ募集（ネーミングライツ料収入） 

ｵ）クラウドファンディングの活用（事業協力金） 

(3)市有財産の有効活用 

行政目的での使用を終えた土地等の遊休資産、公共施設の再整備により生じた空

き施設及び跡地等については、売却による歳入確保など、徹底した有効活用を図る

こととします。 

また、金利上昇局面にあることから、基金所管課及び基金運用所管課においては、

基金も財産であるとの認識に基づき、精緻な資金計画を立てた上で、確実かつ効率

的となる基金運用によって、最大限の利益を得られるよう活用してください。 
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(4)ふるさと納税制度の活用 

ふるさと納税制度については、寄附者の想いや意識に働きかける広報周知を行う

ことで継続的に寄附金を獲得していきます。このことから、寄附者の想いに応える

寄附金となるよう、その使途を明確にしていかなければなりません。必ず、使途を市

ウェブサイトで公表してください。 

(5)適正な債権管理 

税・料等の市の債権については、納税課において効率的・効果的な滞納整理等に

より収入未済額の縮減を図っているところですが、各所管課においても、法令等に

基づき適正な債権管理に努めてください。 

 

５ 留意事項 

(1)施設の統廃合に向けた整理 

300 を超える公共施設の老朽化対策は喫緊の課題ですので、次世代への負の遺産

としないためにも避けて通ることのできない我々の使命だと捉えて取り組まなけれ

ばなりません。将来的な人口減少等を見据えたスマートシュリンクの考えに基づき、

いま一度それぞれの行政機能の必要性を検証し、規模の最適化をめざし、中・長期

的な視点のもと、施設及び機能のあり方を考え、施設の統廃合を原則として公共施

設のスリム化に取り組み、経常的な経費の圧縮を図っていくこととします。 

(2)公的関与の整理 

民間事業者の参入分野における行政の事業展開については、事業の終了を前提と

して調整を進めてください。また、市職員の従事など、人的に支援している事業に

ついては、段階的な縮小に向けた考え方やスケジュールを明示してください。 

(3)補助制度の適正化 

ア 補助制度の実効性 

補助金（扶助費を除く）は、市民又は民間事業者に対して、公益上の必要性が認

められる場合に交付するものです。補助制度創設時の目的及び趣旨に立ち返ると

ともに、現在の社会経済情勢に照らして、あらためて公費負担による必要性・妥

当性を十分に検証してください。 

特に、市民の生命財産を守るもの及び市内経済活動の支援に直接つながるもの

を除き、次の補助は、減額や廃止となるよう検討してください。 
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ｱ）経年により市民ニーズが低く補助効果が希薄化したもの 

ｲ）直近３年間の交付件数が減少傾向にあるもの 

ｳ）補助金交付団体等に繰越金があるもの 

ｴ）国県補助が終了しているが、市単独での補助を継続している事業（原則廃止） 

ｵ）令和９年度から国県補助が廃止もしくは縮小する事業（原則見直し） 

 イ 補助事業の拡大に伴う代替財源 

上記を踏まえた上で、実効性があり、かつ精査を踏まえた補助事業を拡大する

場合には、補助対象の縮小又は補助単価の引き下げにより財源を生み出すなど、

一般財源による予算額を増加させないこととします。 

ウ 出資団体に係る予算 

市から出資団体に委託料、補助金、負担金等を支出して実施する事業についても、

「３ 予算編成方針」の「(2)既存事業の見直し」の内容を踏まえた検証を実施し、

漫然と支出を継続することのないよう、見直しを図ることとします。特に、出資団

体を随意契約の相手方としている事業については、民間企業等の参入可能性（市場

性）を調査及び検証するとともに、随意契約理由の妥当性の点検を確実に行ってく

ださい。 

出資団体の指導担当課は、出資団体に対して、本予算編成方針の内容と併せて市

の財政状況についても必ず説明し理解を求めるとともに、事業所管課と連携を図

り、上記取組を推進してください。また、本市の厳しい財政状況を踏まえ、繰越金

や内部留保をはじめとした各団体の財務状況を分析し、運営補助の必要性やその

額の妥当性について、ゼロベースで見直しを図ってください。 

(4)その他 

今後、社会経済情勢の変化や、概算要求時に想定していなかった経費が必要とな

る場合は、年末の予算理事者調整時点において、枠配分額とした経常的経費につい

ても、さらなる減額を実施する可能性があります。 

 

以 上   


